
（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）

1-1

（１）グループホーム
等の充実及び地域
生活支援拠点等の
整備

障害福祉
事業課

人 6,428 ― 9,000 ― 10,410 8,400 ―
令和５年度の数値目標を達成し
た。

令和５年度の数値目標を達成
した。

1-2
障害福祉
事業課

人 88 64 50 64 87 64 A
令和３年度の数値目標を達成でき
なかった。

令和４年度の数値目標を達成
できた。

1-3
障害福祉
事業課

人 4,449 ― 4,392 ― 4,355 4,395 ―
令和５年度の数値目標を達成し
た。

令和５年度の数値目標を達成
した。

1-4
障害福祉
事業課

市町
村

14 ― 24 ― 28 54 ―
新たに10市町において整備され
た。

新たに4市町村において整備さ
れた。

1-5
障害福祉
事業課

市町
村

― 54 54 54 54 54 A
拠点等の整備を含めた検証及び
検討は全市町村において実施さ
れている。

拠点等の整備を含めた検証及
び検討は全市町村において実
施されている。

1-6
（２）日中活動の場の
充実

障害福祉
事業課

市町
村

54 54 54 54 53 54 B 既に目標値を達成している。
基幹相談支援センターへの移
行に伴う減少。

1-7
（３）地域生活を推進
するための在宅サー
ビスの充実

健康福祉
指導課

人 1,497 1,700 1,664 1,800 1,701 1,900 B 概ね目標に達している。
増加傾向ではあるが、一層の
周知を図り目標達成を目指
す。

1-8
障害福祉
事業課

箇所 216 246 285 261 306 276 A
短期入所事業者数は目標である
246箇所を39箇所上回る285箇所
の実績となった。

短期入所事業者数は目標であ
る261箇所を45箇所上回る306
箇所の実績となった。

1-9
障害福祉
事業課

回 随時 1 1 1 0 1 ―
障害者総合支援法に基づく行政
処分を行い、関係自治体へ情報
共有を行った。

令和4年度は行政処分の実施
がないため、該当なし。

1-10
（４）重度・重複障害
のある人等の地域生
活の支援

障害福祉
事業課

人 95 126 123 142 138 158 B 概ね目標は達成できた。 概ね目標は達成できた。

1-11
（５）入所施設の有す
る人的資源や機能の
活用

障害福祉
事業課

人 4,619 4,619 4,569 4,619 4,581 4,559 A 調査の結果、目標値を達成した。
令和４年度の数値目標を達成
できた。

1-12
障害福祉
事業課

市町
村

14 ― 24 ― 28 54 ―
新たに10市町において整備され
た。

新たに4市町村において整備さ
れた。

2-1
（１）精神障害にも対
応した地域包括ケア
システムの構築

障害者福
祉推進課

日 ― 316
325

※参考
316 316 316 A

退院後、再入院とならないよう地
域支援に取り組んだ。
※「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリ
ング体制の確保に関する研究」による参考値。

既に目標を達成している。

2-2
障害者福
祉推進課

人 4,042 3,590 3,582 3,138 3,924 2,687 C
入院患者の高齢化が進んでいる
ため、高齢の入院患者の地域移
行について対策を検討する。

悪化傾向。
地域移行の検討を続ける。

指定障害者支援施設の必要定
員総数

地域生活支援拠点等が整備され
ている市町村数※共同設置を含
む【1-4再掲】

精神障害のある人の精神病床か
ら退院後１年以内の地域におけ
る平均生活日数

精神病床における６５歳以上の１
年以上長期入院患者数

項目

１入所施設等か
ら地域生活への

移行の推進

グループホーム等の定員

施設入所者の地域生活への移
行者数

施設入所者数

地域生活支援拠点等が整備され
ている市町村数※共同設置を含
む

地域活動支援センター設置市町
村※共同設置を含む

日常生活自立支援事業利用者
数

短期入所事業者数

「強度行動障害のある方の支援
者に対する研修事業」受講者数
（累計）

地域生活支援拠点等の機能の
充実に向けた検証及び検討を実
施した市町村数

障害福祉サービスに対する指導
監査結果の関係自治体との共有
回数

1



（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

2-3
障害者福
祉推進課

人 2,843 2,552 2,376 2,262 2,536 1,972 B
病院・障害福祉サービス事業所・
行政等の連携を図り、地域移行支
援に取り組む。

悪化傾向。
地域移行の検討を続ける。

2-4
障害者福
祉推進課

％
70

(H29)
70

67.8
※参考

70 67.2 70 B

精神病床における３か月時点の早期
退院率を上げるために、家族支援等
の推進に取り組む。
※「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリ
ング体制の確保に関する研究」による参考値。

ほぼ横ばい。
引き続き、地域移行に取り組
む。

2-5
障害者福
祉推進課

％
83

(H29)
84

82.2
※参考

85 81.6 86 B

精神病床における６か月時点の早期
退院率を上げるために、ピアサポー
ターを活用し、地域移行に取り組む。
※「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリ
ング体制の確保に関する研究」による参考値。

ほぼ横ばい。
引き続き、地域移行に取り組
む。

2-6
障害者福
祉推進課

％
89

(H29)
90

89.4
※参考

91 88.4 92 B

精神病床における１年時点の退院率
を上げるために、ピアサポーターの活
用や住まいの確保支援に取り組む。
※「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリ
ング体制の確保に関する研究」による参考値。

ほぼ横ばい。
引き続き、地域移行に取り組
む。

2-7
障害者福
祉推進課

利用
者数

― 1,104 1,841 1,578
2,383

※参考
2,052 ―

各種取組により目標を上回る基盤
整備量になった。

参考値上は各種取組により目
標を上回る基盤整備量になっ
た。

2-8
障害者福
祉推進課

箇所 26 36 42 46 44 54 B
協議の場の設置状況は４２市町村
になった。

前年度と比較して増加した。
引き続き、市町村が協議の場
を設置できるよう支援する。

2-9
障害者福
祉推進課

人 699 700 560 701 541 702 C
それぞれのニーズに合った支援を
情報提供できるよう保健・医療・福
祉の連携に取り組んだ。

引き続き、それぞれのニーズ
に合った支援を情報提供でき
るよう保健・医療・福祉の連携
に取り組んだ。

2-10
障害者福
祉推進課

人 43 44 16 45 69 46 A
それぞれのニーズに合った支援を
情報提供できるよう保健・医療・福
祉の連携に取り組んだ。

既に目標を達成している。

2-11
障害者福
祉推進課

人 52 53 84 54 80 55 A
それぞれのニーズに合った支援を
情報提供できるよう保健・医療・福
祉の連携に取り組んだ。

既に目標を達成している。

2-12
障害者福
祉推進課

箇所 25 27 25 27 24 27 B
地域移行・地域定着に協力的な病
院を適切に認定していく。

引き続き、地域移行・地域定着
に協力的な病院を適切に認定
する。

2-13
障害者福
祉推進課

箇所 11 13 8 14 9 15 C
ピアサポーターの活動箇所数の
拡大に取り組む。

引き続き、ピアサポーターの活
動箇所数の拡大に取り組む。

3-1
（１）障害のある人へ
の理解の促進

障害者福
祉推進課

％ 38 ― 42.2 ― 38.2 50 ―
緩やかに増加しており、今後も共
生社会について周知していく。

認知度が低下していることか
ら、引き続き周知啓発活動を
行うとともに、今後は周知啓発
資料の改善などを行い、向上
を図る。

3-2
障害者福
祉推進課

回 1,490 1,490 1,985 1,490 3,977 1,490 A

目標を大きく上回る実績となった。
今後も障害者条例等の認知率向
上のため、周知・啓発活動に努め
る。

啓発方法を工夫したことなどに
より目標を大きく上回る実績と
なった。今後も障害者条例等
の認知率向上のため、周知・
啓発活動に努める。

２精神障害のあ
る人の地域生活

の推進

精神病床における６５歳未満の１
年以上長期入院患者数

精神病床における３か月時点の
早期退院率

精神病床における６か月時点の
早期退院率

共生社会という考え方を知ってい
る県民の割合

障害のある人もない人も共に暮
らしやすい千葉県づくり条例に関
する周知・啓発活動の回数

精神病床における１年時点の退
院率

地域の精神保健医療体制の基
盤整備量

千葉県精神障害者地域移行・地
域定着協力病院の指定数

地域移行・地域生活支援事業の
実ピアサポーター活動箇所数

精神病床における退院患者の退
院後の行き先（障害者施設）

市町村ごとの保健、医療、福祉関
係者による協議の場の設置状況

精神病床における退院患者の退
院後の行き先（在宅）

精神病床における退院患者の退
院後の行き先（介護施設）
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（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

3-3
（２）子どもたちへの
福祉教育の推進

健康福祉
指導課

人 38 40 50 40 51 40 A
修了者数が増加し、目標を達成で
きた。

修了者数が増加し、目標を達
成できた。

3-4
（３）地域における権
利擁護体制の構築

障害福祉
事業課

回 16 17 7 17 12 17 C

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、施設へのアドバイザーの
派遣が困難となったため、目標を
下回った。今後、オンラインの活用
など、派遣方法の見直しを行い、
増加を目指す。

目標値を下回ったが、昨年度
と比べ増加しているので引き
続き周知していく。

3-5
障害者福
祉推進課

市町
村

46 49 48 52 48 54 B
目標を下回る実績となった。今後
も未策定の市町村に働きかけを
行っていく。

差別相談の少ない地域では必
要性が低く捉えられており、目
標を下回る実績となった。今後
も未策定の市町村に働きかけ
を行っていく。

3-6
（４）地域における相
談支援体制の充実

障害者福
祉推進課

市町
村

40 45 47 50 50 54 A
目標を上回る実績となった。今後
も未設置の市町村に働きかけを
行っていく。

未設置の市町村に働きかけを
行ったことで、目標を達成し
た。今後も働きかけを行ってい
く。

3-7
（５）手話通訳等の人
材育成、手話等の普
及促進

障害者福
祉推進課

人 45 56 43 56 42 56 C

手話通訳養成の最終課程で受講
者、修了率共に伸び悩んだことか
らR3年度実績は目標値を下回っ
た。

手話通訳養成の最終課程で受
講者、修了率共に伸び悩んだ
ことからR4年度実績は目標値
を下回った。

3-8
障害者福
祉推進課

人 18 18 4 18 14 18 C

R3年度実績は新型コロナウイル
ス感染症の影響により受講者が
伸び悩み目標値に達しなかった。
今後も引き続き事業の周知に取り
組む。

R4年度実績は新型コロナウイ
ルス感染症の影響により受講
者が伸び悩み目標値に達しな
かった。今後も引き続き事業の
周知に取り組む。

3-9
障害者福
祉推進課

件 369 412 219 412 388 412 B

R3年度実績は新型コロナウイル
ス感染症の影響により手話通訳
者等の派遣対象となる講演会等
の開催数が減少したため目標値
に達しなかった。今後も引き続き
事業の周知に取り組む。

R4年度実績は新型コロナウイ
ルス感染症の影響により手話
通訳者等の派遣対象となる講
演会等の開催数が減少したた
め目標値に達しなかった。今
後も引き続き事業の周知に取
り組む。

3-10
障害者福
祉推進課

件 1,524 1,526 1,658 1,526 1,675 1,526 A
R3年度実績が目標値を上回った。
今後も引き続き事業の周知に取り
組む。

R4年度実績が目標値を上回っ
た。今後も引き続き事業の周
知に取り組む。

3-11
障害者福
祉推進課

B （養成人数の評価） （養成人数の評価） （養成人数の評価）

障害者福
祉推進課

人 41 46 55 46 44 46 B
点訳奉仕員36名、音訳奉仕員19
名で計55名の奉仕員を養成し、目
標を達成した。

点訳奉仕員24名、音訳奉仕員
20名で計44名の奉仕員を養成
したが、目標値を下回った。

障害者福
祉推進課

回 2 2 2 2 2 2 A
点訳、音訳それぞれ1回の研修を
実施し、目標を達成した。

点訳、音訳それぞれ1回の研
修を実施し、目標を達成した。

3-12
障害者福
祉推進課

人 22 50 19 50 25 50 D
新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、研修の規模を縮小したた
め、目標を下回った。

新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、定員30名で募集
し、25名が修了した。

福祉教育推進員養成研修の修
了者数

虐待防止アドバイザー派遣数

職員対応要領を策定した市町村
数

障害者差別解消支援地域協議
会を設置した市町村数※共同設
置を含む

手話通訳者・要約筆記者実養成
講習修了見込者数

盲ろう者向け通訳・介助員実養
成講習修了見込者数

手話通訳者・要約筆記者派遣実
利用見込件数

盲ろう者向け通訳・介助員派遣
実利用見込件数

点訳・朗読奉仕員の養成人数と
研修回数

養成人数

研修回数

３障害のある人
への理解を広げ
権利を擁護する

取組の推進

失語症者向け意思疎通支援者実
養成講習修了見込者数

3



（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

4-1

（１）障害のある子ど
ものライフステージを
通じた一貫した療育
支援体制の充実

障害福祉
事業課

市町
村

22 ― 33 ― 34 54 ―
令和元年度から2事業所の開設が
あり、圏域における共同設置を含
めた設置市町村数は増加した。

2事業所の開設があり、圏域に
おける共同設置を含めた設置
市町村数は増加した。

4-2
障害福祉
事業課

箇所 439 530 607 560 690 590 A
令和元年度から168事業所の開設
があり、目標以上の事業者数を達
成した。

83事業所の開設があり、目標
以上の事業所数を達成した。

4-3
障害福祉
事業課

箇所 8
増加を目
指します

8
増加を目
指します

8
増加を目
指します

E

人員等の基準が医療法にも関係
してくることから、公設、私設ともに
新規設置がなく、現状維持となっ
た。

人員等の基準が医療法にも関
係してくることから、公設、私設
ともに新規設置がなく、現状維
持となった。

4-4
障害福祉
事業課

箇所 669 760 862 800 951 840 A
令和元年度から193事業所の開設
があり、目標以上の事業者数を達
成した。

89事業所の開設があり、目標
以上の事業所数を達成した。

4-5
障害福祉
事業課

箇所 59 80 122 85 132 90 A
令和元年度から63事業所の開設
があり、目標以上の事業者数を達
成した。

10事業所の開設があり、目標
以上の事業所数を達成した。

4-6
障害福祉
事業課

市町
村

48 ― 52 ― 52 54 ―
令和元年度から４市町が追加され
た。

新たに導入した市町村がなく、
前年度と同数となった。

4-7
（２）障害のある子ど
もと家族への在宅支
援機能の強化

障害福祉
事業課

箇所 120 136 143 144 164 152 A 調査の結果、目標値を達成した。
調査の結果、目標値を達成し
た。

4-8
障害福祉
事業課

箇所 787 840 824 870 842 900 B 既に目標値を達成している。
前年度実績を上回ったもの
の、目標達成には至らなかっ
た。

4-9
（３）地域における相
談支援体制の充実

障害福祉
事業課

箇所 60 50 57 50 55 50 A 目標を上回る事業所数となった。
前年度実績を下回ったもの
の、目標を上回る事業所数と
なった。

4-10
障害福祉
事業課

人 7
増加を目
指します

7
増加を目
指します

7
増加を目
指します

E

新型コロナウイルス感染症の影響
により、事例検討会の開催ができ
ず、未配置の地区への状況提供
等が進まなかったことから現状維
持となった。

新型コロナウイルス感染症の
影響により、事例検討会の開
催ができず、未配置の地区へ
の状況提供等が進まなかった
ことから現状維持となった。

4-11
（４）障害のある子ど
もへの医療・福祉
サービスの充実

障害福祉
事業課

市町
村

21 ― 31 ― 31 54 ―

令和元年度の実績から設置数が
10増加し、圏域での設置を含め、
24市7町に22の協議会が設置済
みである。

前年度同様、24市7町に22の
協議会が設置済みである。

4-12
障害福祉
事業課

箇所 24 ― 32 ― 36 30 ― 目標値を上回る増となった。 目標値を上回る増となった。

4-13
障害福祉
事業課

箇所 28 ― 40 ― 44 37 ― 目標値を上回る増となった。 目標値を上回る増となった。

4-14
障害福祉
事業課

人 17 30 34 40 35 60 B
令和３年度目標値を上回って配置
があった。

前年度実績上回ったものの、
目標人数の配置には至らな
かった。

児童発達支援センター設置市町
村数※共同設置を含む

児童発達支援事業所数

医療型児童発達支援事業所数

放課後等デイサービス事業所数

医療的ケア児支援のための関係
機関の協議の場の設置市町村
数※共同設置を含む

主に重症心身障害児を支援する
児童発達支援事業所数

主に重症心身障害児を支援する
放課後等デイサービス事業所数

医療的ケア児に対する関連分野
の支援を調整するコーディネー
ターの配置人数

４障害のある子
どもの療育支援

体制の充実

保育所等訪問支援事業所数

ライフサポートファイルの実施市
町村数

短期入所事業所数（障害のある
子どもを受け入れる事業所）

居宅介護事業所数（障害のある
子どもを受け入れる事業所）

障害児等療育支援事業実施見
込箇所数

療育支援コーディネーターの配置
人数

4



（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

4-15
障害福祉
事業課

箇所 17 18 18 17 17 17 A
令和３年４月に新規開設があっ
た。

目標値を達成した。

4-16
障害福祉
事業課

人 288 288 288 268 268 268 A 目標の定員を維持している。 目標値を達成した。

4-17
障害福祉
事業課

人 588 588 588 588 588 588 A 目標の定員を維持している。
公設、私設ともに新規設置が
ないことから、現状の定員を維
持している。

4-18

（５）障害のある子ど
も一人一人が十分に
教育を受けられるた
めの取組の充実

特別支援
教育課

％ ― 74.4 70.7 77.5 73.2 80.6 B

学習指導要領に基づき、特別支
援学級在籍及び通級による指導
を受けている児童生徒はもとより、
通常の学級に在籍し計画を必要と
する児童生徒に対する計画の作
成と積極的な活用についても指導
助言した。

計画を作成しているが、引継ぎ
資料として活用していないこと
で活用率が目標値を下回っ
た。今後も計画の活用につい
て、各事務所を通し、教育委員
会への周知を図って行く。

4-19
特別支援
教育課

％ ― 71.4 70.4 75.1 70.9 78.8 B

学習指導要領に基づき、特別支
援学級在籍及び通級による指導
を受けている児童生徒はもとより、
通常の学級に在籍し計画を必要と
する児童生徒に対する計画の作
成と積極的な活用についても指導
助言した。

計画を作成しているが、引継ぎ
資料として活用していないこと
で活用率が目標値を下回っ
た。今後も計画の活用につい
て、各事務所を通し、教育委員
会への周知を図って行く。

4-20
特別支援
教育課

％ 77.0 80.0 81.6 83.0
調査

未実施
86.0 ―

新型コロナウイルス感染症対策等
の影響により、実績数値が減少し
たと思われる。引き続き、小・中・
高等学校等の特別支援教育の推
進に向け、研修の充実を図ってい
く。

新型コロナウイルス感染症対
策等の影響もあったが、実施
方法を工夫して校内研修を実
施した。引き続き、小・中・高等
学校等の特別支援教育の推
進に向け、研修の充実を図っ
ていく。

4-21
特別支援
教育課

％ 92.7 93.5 93.1 94.3 93.7 95.0 B

特別支援学校教諭免許状の保有
率は、令和2年度より上昇してい
る。継続して、特別支援学校に勤
務する全ての者が特別支援学校
教諭免許状を取得するように働き
かけた。

特別支援学校教諭免許状の
保有率は、全国平均の87.2％
を大きく超えているものの、ほ
ぼ横ばいとなっている。引き続
き、特別支援学校に勤務する
全ての者が特別支援学校教諭
免許状を取得するように働き
かけていく。

4-22
特別支援
教育課

％ 100 100 100 100 100 100 A

コロナウイルス感染症の影響が考
えられるが、県立特別支援学校に
おいて、障害のある子供の教育に
ついての相談対応件数は5000回
を超えた。また、小中高校等から
の研修会依頼等を含め、地域の
特別支援教育のセンターとしての
機能を発揮した。

特別支援学校のセンター的機
能の更なる充実を図るため、
地域の幼稚園、小・中学校及
び高等学校や関係機関と連携
を図っていく。

5-1
（１）地域における相
談支援体制の充実

障害福祉
事業課

人 1,093 1,150 1,271 1,200 1,368 1,250 A 既に目標値を達成している。
既に目標値を達成している
が、計画相談に携わる人材が
不足している地域もある。

5-2
障害福祉
事業課

市町
村

46 ― 48 ― 48 54 ―
目標値の達成に向け概ね順調に
推移している。

前年度と同様に48市町村と
なっている。

４障害のある子
どもの療育支援

体制の充実

障害児入所施設数

福祉型障害児入所施設入所定
員

医療型障害児入所施設入所定
員

幼・小・中・高等学校等において、
園・学校が個別の指導計画の作
成を必要と思う児童等のうち、実
際に個別の指導計画が引継ぎに
活用された児童等の割合

幼・小・中・高等学校等において、
園・学校が個別の教育支援計画
の作成を必要と思う児童等のう
ち、実際に個別の教育支援計画
が引継ぎに活用された児童等の
割合

特別支援教育に関する校内研修
実施率

特別支援学校教員の特別支援
学校教諭免許状保有率

特別支援学校のセンター的機能
を主として担当する分掌・組織の
設置率

計画相談支援従事者数

特定相談支援事業所所在市町
村数

5



（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

5-3
障害福祉
事業課

市町
村

36 ― 37 ― 35 54 ― 新たに１市において整備された。
前年度に比べ2市町村の減と
なっている。

5-4
障害福祉
事業課

― （アドバイザー配置数の評価） （アドバイザー配置数の評価） （アドバイザー配置数の評価）

障害福祉
事業課

人 37 ― 37 ― 43 40 ― これまでと同数にとどまっている。
アドバイザー6名を、新たに配
置した。

障害福祉
事業課

件 3 12 1 12 10 12 B
新型コロナウイルス感染症の影響
等により１件にとどまった。

県内市町村等への周知によ
り、派遣件数が増加した

5-5
障害福祉
事業課

市町
村

22 ― 30 ― 39 44 ―
目標値の達成に向け概ね順調に
推移している。

新たに9市町村において整備さ
れた。

5-6
障害福祉
事業課

件 17,057 ― 12,360 ― 14,153 16,000 ―
一部の市町村において算定誤り
があり実績としては減少となって
いる。

前年度に比べ増となっている。

5-7
障害福祉
事業課

件 297 ― 304 ― 878 400 ―
新型コロナウイルス感染症の影響
等により若干の増加にとどまっ
た。

前年度に比べ増となっている。
（千葉県と千葉市のセンター分
の合計件数とした。）

5-8
障害福祉
事業課

件 128 ― 153 ― 529 400 ―
新型コロナウイルス感染症の影響
等により25件の増加にとどまっ
た。

前年度に比べ増となっている。
（千葉県と千葉市のセンター分
の合計件数とした。）

5-9
障害福祉
事業課

回 2 3 0 3 1 3 D
新型コロナウイルス感染症の影響
等により不開催となった。

前年度に比べ増となっている。
（千葉県と千葉市のセンター分
の合計件数とした。）

5-10
（２）地域における相
談支援従事者研修
の充実

障害福祉
事業課

人 1,093 1,150 1,271 1,200 1,368 1,250 A 既に目標値を達成している。
既に目標値を達成している
が、計画相談に携わる人材が
不足している地域もある。

5-11
障害福祉
事業課

人 410 600 340 600 318 600 D
受講定員の変更はないが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響等によ
り修了者数が減となった。

受講定員の変更はないが、新
型コロナウイルス感染症の影
響等により修了者数が減と
なった。

5-12
障害福祉
事業課

D （受講者数の評価） （受講者数の評価） （受講者数の評価）

障害福祉
事業課

人 231 400 70 400 135 480 D
開催回数の減により、受講者数が
減となった。

前年度に比べ増となっている。

障害福祉
事業課

回 4 5 2 5 2 6 D
新型コロナウイルス感染症の影響
等により開催回数が２回となった。

前年度と同様に2回の開催と
なった。

発達障害者支援センター及び発
達障害者地域支援マネジャーの
外部機関や地域住民への研修、
啓発件数見込数

発達障害者支援地域協議会の
開催回数

計画相談支援従事者数【5-1再
掲】

相談支援専門員の養成数

相談支援専門コース別研修事業

受講者数

研修開催回数

５障害のある人
の相談支援体制

の充実

アドバイザー配置数

アドバイザー派遣件数

基幹相談支援センター設置市町
村数※共同設置を含む

発達障害者支援センター相談件
数（地域相談支援機関での相談
を含む）

発達障害者支援センター及び発
達障害者地域支援マネジャーの
関係機関への助言件数見込数

一般相談支援事業所所在市町
村数

千葉県相談支援アドバイザー派
遣事業

6



（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

5-13
（３）障害のある子ど
もと家族への在宅支
援機能の強化

障害福祉
事業課

人 103 ― 167 ― 206 140 ―

平成30年度、令和元年度、令和3
年度を合計した研修修了者数は
実績のとおり。令和２年度実績が
なかったため、令和元年度から令
和３年度にかけての累計数の増
加は限定的である。

市町村からの要望が多かった
ため、急遽養成研修を実施し
た。

6-1
（１）就労支援・定着
支援の体制強化

障害福祉
事業課

人 1,046 1,188 1,217 1,258 1,344 1,329 A
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-2
障害福祉
事業課

人 797 917 868 977 992 1,037 A
令和３年度の数値目標に届かな
かった。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-3
障害福祉
事業課

人 114 129 212 137 211 144 A
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-4
障害福祉
事業課

人 102 114 115 120 109 126 B
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和３年度実績を下回り、目
標を下回った。

6-5
障害福祉
事業課

％ ― ― 60.4 ― 61.4 70 ―
令和５年度の数値目標までは達
成していない。

令和5年度に数値目標までは
達成していない。

6-6
障害福祉
事業課

％ 45.4 ― 71.1 ― 71.5 70 ―
令和５年度の数値目標を上回っ
た。

令和５年度の数値目標を上
回った。

6-7
障害福祉
事業課

人 2,908 3,199 3,891 3,344 3,559 3,490 A
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-8
障害福祉
事業課

人 1,013 1,160 1,195 1,234 1,312 1,307 A
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-9
産業人材
課

％ 79.5 80 83.8 80 65.8 80 B
就職者が前年度比で9名増加し、
就職率は目標値を上回った。

就職者が前年度比で6名減少
し、就職率は目標値を下回っ
た。

6-10
産業人材
課

％ 46.1 55.0 50.4 55.0 32.5 55.0 D
就職者が前年度比で22名増加し、
就職率も増加したものの、目標の
92%に留まった。

就職者が前年度比で27名減少
し、就職率も減少し、目標の
59%に留まった。

6-11
障害福祉
事業課

人 1,525 1,731 1,869 1,834 2,017 1,937 A
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-12
障害福祉
事業課

人 537 610 509 646 528 682 B
令和３年度の数値目標に届かな
かった。

利用者は増加したが目標に届
かなかった。

医療的ケア児等コーディネーター
養成研修の修了者数（累計）

６障害のある人
の一般就労の促
進と福祉的就労

の充実

福祉施設利用者の一般就労へ
の移行実績

就労移行支援事業の一般就労
への移行実績

就労継続支援Ｂ型事業の一般就
労への移行実績

一般就労へ移行する者のうち、
就労定着支援事業を利用する者
の割合

就労定着支援事業所のうち、就
労定着率が８割以上の事業所の
割合

就労移行支援事業の利用者数

障害者高等技術専門校の就職
率

委託訓練受講者の就職率

福祉施設から公共職業安定所へ
誘導する福祉施設利用者数

福祉施設から障害者就業・生活
支援センターへ誘導する福祉施
設利用者数

就労継続支援Ａ型事業の一般就
労への移行実績

就労移行支援事業及び就労継続
支援事業の利用者の一般就労
への移行者数
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（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

6-13
障害福祉
事業課

人 379 431 584 456 546 482 A
令和３年度の数値目標を上回っ
た。

令和４年度の数値目標を上
回った。

6-14
産業人材
課

人 11,677 13,610 12,294.5 14,690 13,050 15,860 B

令和3年3月の法定雇用率2.3%へ
の引き上げに伴い対象事業所が
拡大したにもかかわらず、前年度
比で521.5人増加したものの、目標
の90%に留まった。

法定雇用率引上げにより、企
業での雇用が進み、障害者雇
用数は対前年比6.1%上昇し、
755.5人増加したものの、目標
の9割程度に留まった。

6-15
産業人材
課

人 1869.5 2,960 2212.5 3,720 2668.5 4,680 C

令和3年3月の法定雇用率2.3%へ
の引き上げに伴い対象事業所が
拡大したにもかかわらず、前年度
比で234.5人増加したものの、目標
の75%に留まった。

法定雇用率引上げにより、企
業での雇用が進み、精神障害
者の雇用数は対前年比20.9%
上昇し、283.0人増加したもの
の、目標の7割程度にとどまっ
た。

6-16
産業人材
課

％ 81.6 100 82.8 100 77.4 100 C

令和3年3月の法定雇用率引き上
げに伴い2.6%(教育委員会は2.5%）
となったことから、各機関において
障害者の採用に努め、前年度を1
ポイント上回ったものの、目標達
成とならなかった。

各機関が障害者の採用に努
めたが、未達成となった機関
が増加したため、目標の8割程
度に留まった。

6-17
（２）障害者就業・生
活支援センターの運
営強化

障害福祉
事業課

件 684 835 570 864 558 894 C
関連機関との連携による就職支
援等を実施したが、数値目標を下
回った。

関連機関との連携による就職
支援等を実施したが、数値目
標を下回った。

6-18
障害福祉
事業課

％ 78.0 75.0 73.9 75.0 77.5 75.0 A
関連機関との連携による就職支
援等を実施したが、数値目標を下
回った。

数値目標を上回った。

6-19
（３）障害のある人を
雇用する企業等への
支援

産業人材
課

社 6,538 7,800 7,163 8,400 7,421 9,000 B

新型コロナウイルス感染拡大に伴
う緊急事態宣言発令やまん延防
止重点措置に伴い、企業訪問数
が減少するなどにより目標を下
回った。

企業の支援数は対前年比258
社増加したが、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響等によ
り、緩やかな増加に留まったた
め目標を下回った。

6-20
産業人材
課

人 11,677 13,610 12294.5 14,690 13,050 15,860 B

令和3年3月の法定雇用率2.3%へ
の引き上げに伴い対象事業所が
拡大したにもかかわらず、前年度
比で521.5人増加したものの、目標
の90%に留まった。

法定雇用率引上げにより、企
業での雇用が進み、障害者雇
用数は対前年比6.1%上昇し、
755.5人増加したものの、目標
の9割程度に留まった。

6-21
産業人材
課

人 1869.5 2,960 2212.5 3,720 2668.5 4,680 C

令和3年3月の法定雇用率2.3%へ
の引き上げに伴い対象事業所が
拡大したにもかかわらず、前年度
比で234.5人増加したものの、目標
の75%に留まった。

法定雇用率引上げにより、企
業での雇用が進み、精神障害
者の雇用数は対前年比20.9%
上昇し、283.0人増加したもの
の、目標の7割程度にとどまっ
た。

6-22

（４）支援機関や関係
機関のネットワーク
の構築及び情報共
有化

障害福祉
事業課

箇所 16 16 16 16 16 16 A

県内の障害保健福祉圏域ごとに
設置された障害者就業・生活支援
センター（16箇所）において、地域
意見交換会等の取組を実施した。

数値目標を達成した。

6-23

（５）福祉施設等で生
産活動・福祉的就労
を行う障害のある人
の賃金（工賃）向上
への取組の推進

障害福祉
事業課

円 15,215 15,215 14,572.5 16,107 15,371 17,000 B
令和３年度の数値目標に届かな
かった。

工賃の月額は向上したが、目
標を下回った。

6-24
障害福祉
事業課

％ 44.3 ― 54.4 ― 57.5 100 ―
条例の基準を満たしている事業所
は68事業所中37事業所

条例の基準を満たしている事
業所は80事業所中46事業所

福祉施設利用者のうち公共職業
安定所の支援を受けて就職する
者の数

従業員４３．５人以上規模の企業
で雇用される障害のある人の数

従業員４３．５人以上規模の企業
で雇用される精神障害のある人
の数

障害者雇用率を達成した公的機
関の割合

６障害のある人
の一般就労の促
進と福祉的就労

の充実

障害者就業・生活支援センター
登録者の就職件数

従業員４３．５人以上規模の企業
で雇用される精神障害のある人
の数【6-15再掲】

ネットワーク構築のための会議を
開催した圏域数

就労継続支援Ｂ型事業所の平均
工賃月額

就労継続支援A型事業所が条例
の基準を満たしている割合

障害者就業・生活支援センター
登録者のうち精神障害のある人
の就職者の職場定着率

企業支援員の支援企業数

従業員４３．５人以上規模の企業
で雇用される障害のある人の数
【6-14再掲】
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（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

6-25
障害福祉
事業課

A
（県発注金額と市町村発注金額の
達成率平均値）

（県発注金額と市町村発注金
額の達成率平均値）

（県発注金額と市町村発注金
額の達成率平均値）

障害福祉
事業課

発注件数 件 285 390 301 495 239 600 D
庁内説明会の開催等により、官公
需の拡大に努めたが、件数につい
ては目標を下回った。

庁内説明会の開催等により、
官公需の拡大に努めたが、件
数については目標を下回っ
た。

障害福祉
事業課

発注金額 千円 17,194 21,000 24,903 25,000 23,205 29,000 B
庁内説明会の開催等により、官公
需の拡大に努めた結果、金額に
ついては目標を達成した。

庁内説明会の開催等により、
官公需の拡大に努めたが、金
額については目標を下回っ
た。

障害福祉
事業課

発注件数 件 934 1,026 760 1,072 903 1,118 B
市町村説明会の開催等により、官
公需の拡大に努めたが、件数に
ついては目標を下回った。

市町村説明会の開催等によ
り、官公需の拡大に努めた
が、件数については前年度よ
り増加したが、目標を下回っ
た。

障害福祉
事業課

発注金額 千円 150,316 166,700 174,467 173,400 198,502 181,100 A
市町村説明会の開催等により、官
公需の拡大に努めた結果、金額
については目標を達成した。

市町村説明会の開催等によ
り、官公需の拡大に努めた結
果、金額については目標を達
成した。

7-1

（１）地域の支援施設
等のみでは支援が困
難な障害に対する支
援の推進

障害福祉
事業課

回 2 3 0 3 1 3 D
新型コロナウイルス感染症の影響
等により不開催となった。

前年度に比べ増となっている。
（千葉県と千葉市のセンター分
の合計件数とした。）

7-2
障害福祉
事業課

件 297 ― 304 ― 878 400 ―
新型コロナウイルス感染症の影響
等により若干の増加にとどまっ
た。

前年度に比べ増となっている。
（千葉県と千葉市のセンター分
の合計件数とした。）

7-3
障害福祉
事業課

件 128 ― 153 ― 529 400 ―
新型コロナウイルス感染症の影響
等により25件の増加にとどまっ
た。

前年度に比べ増となっている。
（千葉県と千葉市のセンター分
の合計件数とした。）

7-4
障害福祉
事業課

C （研修等受講者数の評価） （研修等受講者数の評価） （研修等受講者数の評価）

障害福祉
事業課

箇所 2 2 2 2 2 2 A
引き続き県内2か所で事業実施し
た。

前年度に引き続き県内2か所
で事業を実施した。

障害福祉
事業課

人 1,157 1,200 1,038 1,200 1,325 1,200 A
新型コロナウイルス感染症の影響
等により若干の減少となった。

前年度に比べ増となっており、
目標値を達成している。

障害福祉
事業課

人 5,113 6,000 5,357 6,000 4,734 6,000 C
新型コロナウイルス感染症の影響
等により244件の増加にとどまっ
た。

新型コロナウイルス感染症の
影響等により減となった。

障害福祉
事業課

件 17,057 ― 12,360 ― 14,153 16,000 ―
一部の市町村において算定誤り
があり実績としては減少となって
いる。

前年度に比べ増となっている。

7-5
障害福祉
事業課

人 ― 103 91 103 89 113 B
新型コロナウイルス感染症の影響
等により目標値と比較すると若干
の減少となった。

新型コロナウイルス感染症の
影響等により若干の減となっ
た。

7-6
障害福祉
事業課

人 65 ― 60 ― 59 100 ―
新型コロナウイルス感染症の影響
等により若干の減少となった。

新型コロナウイルス感染症の
影響等により若干の減となっ
た。

ペアレントトレーニングやペアレン
トプログラム等の支援プログラム
等の受講者数

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の充

実

発達障害者支援地域協議会の
開催回数【5-9再掲】

発達障害者支援センター及び発
達障害者地域支援マネジャーの
関係機関への助言件数見込数
【5-7再掲】
発達障害者支援センター及び発
達障害者地域支援マネジャーの
外部機関や地域住民への研修、
啓発件数見込数【5-8再掲】

発達障害者支援センター運営事
業

実施見込箇所数

実利用見込者数

研修等受講者数

相談件数（地域相談支援機
関での対応を含む）【5-6再
掲】

県内官公需実績（県及び市町村）

県

市
町
村

ペアレントメンターの登録者数
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（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

7-7
障害福祉
事業課

人 ― 1,600 528 1,700 1,030 1,800 C
一部の市町村において算定誤り
があり実績としては減少となって
いる。

目標値に届かなかったが、前
年度に比べ大幅な増となって
いる。

7-8

（２）通所サービスだ
けでは支援が困難な
障害に対する支援の
推進

障害福祉
事業課

箇所 27 34 27 37 26 40 C
目標値は下回ったが、目標値に対
して８割以上の事業所数であっ
た。

令和元年度より減少してしまっ
た。

8-1
（１）人材の確保・定
着

障害福祉
事業課

A （養成人数の評価） （養成人数の評価） （養成人数の評価）

障害福祉
事業課

人 80 80 96 80 121 80 A 既に目標値を達成している。 既に目標値を達成している。

障害福祉
事業課

回 15 10 29 10 27 10 A 既に目標値を達成している。 既に目標値を達成している。

8-2
障害福祉
事業課

B （養成人数の評価） （養成人数の評価） （養成人数の評価）

障害福祉
事業課

人 446 500 339 500 407 500 B
新型コロナウイルス感染症の影響
等により目標値と比較すると減少
となった。

前年度に比べ増となっている。

障害福祉
事業課

回 45 30 31 30 34 30 A 既に目標値を達成している。 既に目標値を達成している。

8-3
障害福祉
事業課

A （養成人数の評価） （養成人数の評価） （養成人数の評価）

障害福祉
事業課

人 1,203 700 899 700 1,291 700 A 既に目標値を達成している。 既に目標値を達成している。

障害福祉
事業課

回 41 20 31 20 55 20 A 既に目標値を達成している。 既に目標値を達成している。

8-4
障害福祉
事業課

A （養成人数の評価） （養成人数の評価） （養成人数の評価）

障害福祉
事業課

人 798 800 2,014 800 2,159 800 A
更新研修の開催により養成人数
が大幅に増加した。

国のカリキュラム改正により実
践研修が追加されたため、更
新研修の養成人数が減になっ
たものの全体では増となって
いる。

障害福祉
事業課

回 1 1 2 1 3 1 A
基礎研修に加え更新研修を開催
した。

国のカリキュラム改正により実
践研修が追加されたため、基
礎・実践・更新研修を開催し
た。

８様々な視点か
ら取り組むべき

事項
重度訪問介護従事者の養成（強
度行動障害を除く）

養成人数

研修回数

養成人数

医療的ケアが行える短期入所事
業者数

研修回数

研修回数

強度行動障害支援者の養成

養成人数

研修回数

同行援護従事者の養成

ピアサポートの活動への参加人
数

サービス管理責任者の養成（児
童発達支援管理責任者も含む）

養成人数
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（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

8-5
医療整備
課

A （貸付けを受けた医師数の評価）
（貸付けを受けた医師数の評
価）

（貸付けを受けた医師数の評
価）

医療整備
課

人 96 168 181 214 230 269 A
医師修学資金を貸し付けた43名
が新たに医師として業務を開始し
た。

医師修学資金を貸し付けた48
名が新たに医師として業務を
開始した。

医療整備
課

％ 68.2 ― 66.6 ― 63.1
増加を目
指します

― 前年度より0.5ポイント上昇した。

前年度(66.6%)より3.5ポイント
低下しており、引き続き各種施
策に取り組み、県内就業率の
増加を目指す。

医療整備
課

％
12.8

(H30)
― 13.5 ― 調査中

低下を目
指します

―
前年度(11.9%)より1.6ポイント上昇
した。

8-6
健康福祉
指導課

件 171 150 146 150 148 150 B

新型コロナウイルス感染症の影響
により、目標値をやや下回った
が、状況を鑑みながら、引き続き、
人材確保に向けた取組を実施して
いく。

新型コロナウイルス感染症の
影響により、目標値をやや下
回ったが、状況を鑑みながら、
引き続き、人材確保に向けた
取組を実施していく。

8-7
（３）保健と医療に関
する支援

障害福祉
事業課

％ 85 90 64 95 77 100 B
84施設のうち54施設が実施し、目
標値には至らなかった。

82施設のうち63施設が実施し
た。なお、13施設が感染症予
防のため実施できなかった。

8-8
（４）スポーツと文化
活動に対する支援

生涯ス
ポーツ振
興課

人 62 72 0 72 66 72 B
新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、各講座は中止と
なった。

３年ぶりの養成講習会の開催
となったが、修了者数が増加し
た。

8-9
生涯ス
ポーツ振
興課

人 814
増加を目
指します

849
増加を目
指します

812
増加を目
指します

E

千葉県障がい者スポーツ協会が
主催する各講座は中止となった
が、千葉市や船橋市が講座を実
施したため、累計は増加してい
る。

令和３年度と比較すると37人
の減となった。

8-10
（５）住まいとまちづく
りに関する支援

公園緑地
課

A （公園数の評価） （公園数の評価） （公園数の評価）

公園緑地
課

箇所 13 13 14 14 14 14 A
1箇所の公園において、障害者駐
車場の新規整備を行い、整備済
み公園は14箇所となった。

令和３年度に目標を達成済

公園緑地
課

％ 93 93 100 100 100 100 A
整備率が100％となり、令和4年度
の目標を1年早く達成した。

令和３年度に目標を達成済

8-11
公園緑地
課

A （公園数の評価） （公園数の評価） （公園数の評価）

公園緑地
課

箇所 12 13 14 13 14 13 A
2箇所の公園において、多機能ト
イレの新規整備を行い、整備済み
公園は14箇所になった。

令和４年度に多機能トイレの
新規整備の計画がなかったこ
とから、整備済み公園数は14
のまま推移している。

公園緑地
課

％ 80 87 93 87 93 87 A
整備率が93%となり、令和3年度の
目標を上回った。残る1箇所の公
園についても整備を進めていく。

15の県立都市公園に対し、14
公園で整備されている。今後、
残る１公園についても整備を
進めていく。

公園数

整備率

障害者スポーツの指導者数

障害者駐車場が整備されている
県立公園

公園数

整備率

多機能トイレが整備されている県
立公園

医師及び看護師の確保定着

医師修学資金の貸付けを受
けた医師数

養成所等卒業生の県内就業
率

看護職員の離職率

福祉・介護人材確保対策事業の
事業数

障害者支援施設及び障害児入所
施設の歯科健診実施率

障害者スポーツ指導員の養成者
数
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（評価）
Ａ ・・・・・・・・目標値の１００％以上の達成率
Ｂ ・・・目標値の８０％以上１００％未満の達成率
Ｃ・・・・ 目標値の６０％以上８０％未満の達成率
Ｄ ・・・・目標値の３０％以上６０％未満の達成率
Ｅ ・・・・・・・・・目標値の３０％未満の達成率

第七次千葉県障害者計画　数値目標　達成状況管理表 資料１－２

数値目標
番号

主要施策 基本施策 担当課 単位
元年度
（実績）

３年度
（目標）

３年度
（実績）

４年度
（目標）

４年度
（実績）

５年度
（目標）

５年度
（実績）

評価
成果の状況等

（３年度・コメント）
成果の状況等

（４年度・コメント）
成果の状況等

（５年度・コメント）
項目

8-12
交通計画
課

％ 95.9 96.3 99.5 97.0 99.5 98.0 A
1市（1駅1基）のエレベーターに対
し、補助を行った。

1市（1駅2基）のエレベーターに
対し、補助を行った。

8-13 住宅課 戸 4,928 5,148 5,172 5,238 5,278 5,328 A
計画通り、バリアフリー化された県
営住宅を整備した。

計画どおり、バリアフリー化さ
れた県営住宅を整備した。

8-14 住宅課 戸 492
増加を目
指します

34,660
増加を目
指します

38,975
増加を目
指します

A
住宅セーフティネット法に基づき住
宅確保要配慮者向け住宅の登録
を行った。

住宅セーフティネット法に基づ
き住宅確保要配慮者向け住宅
の登録を行った。

8-15
交通計画
課

％ 95.9 96.3 99.5 97.0 99.5 98.0 A
1市（1駅1基）のエレベーターに対
し、補助を行った。

1市（1駅2基）のエレベーターに
対し、補助を行った。

8-16
（６）暮らしの安全・安
心に関する支援

危機管理
政策課

市町
村

42 46 50 50 53 54 A

目標を達成している状況にある
が、全市町村で早期に個別避難
計画の策定に着手がされるよう取
り組む。

目標を達成している状況にあ
るが、全市町村で早期に個別
避難計画の策定に着手がされ
るよう取り組む。

8-17 消防課 ％ 94 100 100 100 100 100 A
全ての消防本部にて導入が完了
した。

令和３年に全ての消防本部に
て導入が完了した。

8-18
健康福祉
指導課

人 1,497 1,700 1,664 1,800 1,701 1,900 B 概ね目標に達している。
増加傾向ではあるが、一層の
周知を図り目標達成を目指
す。

主要駅のエレベーター等の設置
による段差解消割合

避難行動要支援者名簿に基づく
個別計画策定着手市町村数

聴覚・言語機能障害者がスマート
フォン等を用いて円滑に１１９番
通報できるシステムを導入してい
る消防本部の割合

８様々な視点か
ら取り組むべき

事項

日常生活自立支援事業利用者
数【1-7再掲】

県営住宅のうちバリアフリー化さ
れた住宅数

障害者等の住宅確保要配慮者
の入居を拒まない住宅登録戸数

一定の旅客施設のバリアフリー
化段差解消割合
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